(別添様式１)
平成23年度９月補正予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名:東海・東南海・南海地震等被害想定調査費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　知事直轄　危機管理部門　防災課　防災担当　電話番号：058-272-1111（内2747）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp
	事業費　


　補正要求額：　15,000千円　（平成24年度債務負担　12,000千円）
（現計予算額：0千円　　　補正後予算額：15,000千円）

	要求内容　


	１　要求の内容


平成２３年３月１１日に「東日本大震災」が発生し、東北地方に甚大な被害が生じた。これは、従来考えられていた太平洋沖地震の規模を遙かに超える規模であった。
　県では、平成１４年度に「岐阜県東海地震等被害想定調査」、平成１５年度に「岐阜
県東海地震等被害対応シナリオ」作成を実施しており、結果を基に対策を講じてきたと
ころであるが、震災対策検証委員会の提言にもあるように、早急に現行の被害想定の見
直しを行う必要がある。

（１）東海・東南海・南海の三連動地震による被害想定
平成１４・１５年度は東海・東南海地震及び複合型地震について調査を実施したが、新たに、規模の大きい東海・東南海・南海地震の三連動地震の調査を行う。
（２）液状化危険度調査の見直し

東日本大震災では液状化被害が多発した。県においても、地震で液状化現象がおこる可能性は十分ある。前回の被害想定調査では、約１分程度のゆれを想定して液状化危険度等を算出したが、東日本大震災では３分程度のゆれが生じたため、危険度調査の見直しを行う。

（３）大規模内陸型地震による被害想定
　　　　　過去に実施した内陸直下型地震における地震動の算定を見直し、これまでの想定を上回る大規模の内陸型地震が発生した場合について、被害想定の調査を行う。
合わせて人口・住家等の最新のデータによる算出を行う。調査実施後は、地域防災計画の修正や、避難所・避難路等の見直し、広域訓練等を実施し、大規模広域地震への備えや対策に活用する。
	２　所要経費


　　委託料　15,000千円
　（全体事業費　H23 15,000千円＋ H24 12,000千円＝27,000千円）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　６　社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる
　　・自助意識を普及させる
・地域では実施できない支援を推進する

	２　これまでの取組状況


平成５５～５６年度、昭和６３年度～平成元年度　東海地震被害想定調査
平成７～９年度　岐阜県地震被害想定調査
平成１４～１５年度　岐阜県東海地震等被害想定調査・東海地震等被害対応シナリオ
	３　これまでの取組に対する評価


　・時系列的な応急対策シナリオを作成するなど実践的訓練の基礎資料として活用。
　・県民が防災対策を実施するために、具体的資料として利用。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
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負担金
	使用料
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	現計

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
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	補正
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	15,000
	0
	0
	0
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